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1．問題提起
　企業にとって人的資源の重要性は高く，人的リスク・マネジメントは企業の存続を図る上で
不可欠な実務となってきている。そして，福利厚生の充実は人的リスク・マネジメントの有力
な一手法だが，その中で法定外福利厚生である団体定期保険Aグループ契約（以下，団体定期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）保険〔A〕と表記）の利便性が指摘できる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　団体保険は1912年にアメリカで誕生し，日本には1934年に導入された。そして，中でも企業
等の団体で最も一般的に使用される団体定期保険〔A〕は，日本経済の戦後の成長とともに保
有契約高が上昇し，特にバブル期には大幅に増加した。その後は景気後退とともに進展は鈍化
したが，個人保険ほどの落ち込みはなかった。1998年3月末時点では，生命保険全体の中での
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）団体保険の占有率は総保有契約金額の21．5％を占める。日本の全企業の6割，特に従業員数1000
人以上の企業では78．3％が団体定期保険〔A〕に加入し，保険金額についても35才男性の場合
（1）日本においては厚生年金保険料や健康保険料等の法定内福利厚生費が企業の福利厚生費全体の
　7割程度を占める。この比率は高齢化等の要因により今後さらに増加する傾向にある（『週刊東洋
　経済』1998．5．2－9号，p．64）。しかし法定外福利厚生である団体定期保険〔A〕を使用した経済的
　保障は，団体保険メカニズムの優位性のため利便性が高いものなので福利厚生中のシェア以上に，
　有力な手段として位置づけることができる。
（2）日米の団体保険の沿革については生命保険協会〔1997〕pp．1～6を参照のこと。
（3）　『1998年版生命保険ファクトブック』p．18。前年（1996年）は27．2％であり，同年のアメリカ
　でのシェアは，全米生命保険協会（ACLI）のファクトブックによると，37．5％だった。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）618万円，従業員数1000人以上の企業では912万円となった。このような日本における団体定期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5｝保険〔A〕の進展には，欧米同様の団体保険の制度上の優位性に加えた独自の要因がある。具
体的には，生命保険会社が契約獲得のために，契約者側企業の安定株主として株式を引き受け
たり，融資や工事の発注等を行い，契約者側企業内でも，税務経理上の特典を得るために契約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）を積極的に利用してきたこと等が挙げられる。しかし，さらに保険金獲得のため企業が契約を
明らかに悪用するケースも生じてきていた。
　そして1992年に，東証二部上場企業に対し死亡従業員の遺族への保険金の引き渡しを求める
訴訟が提訴され，この関連で1996年6月22日に朝日新聞が企業の団体定期保険〔A〕の利用法
　　　（7｝
の問題点について報じた。それ以降，原告側弁護団主導の，契約者側企業と生命保険会社の対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）応を糾弾する報道がさかんになり，「社会問題化」するに至った。この事例では，被保険者の保
険加入の同意の有無に加え，保険金額と弔慰金額の著しい乖離による企業の不当利得の可能性
（いわゆる企業利得論）が特に問題視された。団体定期保険〔A〕の保険金の帰属に関しては，
その前提となる，契約締結時の被保険者である従業員の保険加入の同意の方法を含めて，以前
から問題点が指摘されていた。そのため大蔵省による行政指導や，生命保険業界全体での同意
をめぐる自主規制により，制度上の一応の改善は図られてきていた。そして，従来の団体定期
保険〔A〕を改正した総合福祉団体定期保険の発売により問題は一応終息に向かい，上記の訴
　　　　　　　　　　　　（9）訟についても和解が成立した。しかしこれで根本的な解決に至った訳ではない。1997年5月末
にはピーク時の1996年8月末に比べ7．5％減少にとどまった保有契約高も，団体定期保険〔A〕
の「社会問題化」と制度改正の影響により，契約当事者双方にとっての保険加入のメリットが
（4）生命保険文化センター〔1996〕p．107，261。総合福祉団体定期保険への移行期である1997年に
　は，団体定期保険〔A〕と合わせて7割強の企業が加入している（労務行政研究所『1998年版　福
　利厚生事情』p．232）。
⑤　団体保険メカニズムの優位性については2－2で詳述する。
（6）国税庁は株式持ち合い目的の保険加入を問題視し，企業に対し保険料を「福利厚生費」ではな
　く「交際費」として処理するよう求めた（日本経済新聞1991／8／15）。このような利用法は，日本
　特有の企業間取引慣行により可能になると考えられる。
（7）労務行政研究所が1996年に上場企業と資本金5億円以上で従業員数500人以上の企業を対象に
　実施した調査によると，団体定期保険〔A〕の保険金の使途・行き先について，「遺族には全く支
　給しない」とした企業は49．7％で3年前の調査の61．8％に比べ大幅に減少した。また1995年に生
　命保険文化センターが実施した「企業の福利厚生制度に関する調査」では，弔慰金の資金手当方
　法は，通常経費からの支出が64．5％，団体定期保険〔A〕が25．5％，死亡退職金の資金手当方法
　については，それぞれ48．9％と45．2％となっている。
（8）本稿は「団体定期保険〔A〕の社会問題化」を，個々の契約関係者間での保険契約上の問題か
　ら，より広く社会全体から，事業保険を含めた企業向け生命保険の存在意義そのものが問われる
　問題にまで発展した，という意味で使用している。また楯〔1998－c〕はこの事件を，「保険」その
　ものの良否，善悪の評価が訴訟の対象になったものではなく，死亡退職金としていくらが妥当か
　が訴訟の対象になっていると評価する（p．8）。
（9）1998年4月24日に，契約者側企業が遺族に対し1650万円を支払うことを柱とする和解が東京高
　裁で成立した。これによりすでに支払われた金額と合わせると，受取保険金総額の約50．3％が遺
　族に引き渡されたことになる（日本経済新聞1998／4／25）。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）薄れたことを反映し，その後はさらなる減少が続いている。契約者側企業にとっては，リスク
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　al）軽減のための団体定期保険〔A〕の利用が，最終的には新たな別のリスクを創出する結果とな
ったため，消極策に至ったと言える。しかしこのことは同時に，被保険者である従業員にとっ
ては経済的保障機能の低下であり，企業の福利厚生の後退とも捉えられる。
　以上の過程で，団体定期保険は契約関係者全ての効用を高める保険商品から，その存在意義
を再検討しなくてはならない保険商品に変化したと言える。そこで本稿は，日本の団体定期保
険〔A〕市場で生命保険相互会社と団体定期保険〔A〕の加入要件を満たす企業間の契約を対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a2）象に，契約者側企業を中心に据えた問題点の整理を行う。その上で，規範倫理学説を援用した
評価を行い，今後の企業行動の指針を示すことを試みる。
2．日本の団体定期保険〔A〕市場をめぐる状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a3）2－1　団体定期保険〔A〕をめぐる関係者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a4　日本の団体定期保険〔A〕をめぐる主な関係者を契約者側企業を中心に取り上げる。法律上
の契約当事者は，保険者である生命保険会社と，契約者である企業や団体であるが，本稿の対
象である企業では実質的には経営者となる。両者は保険契約上の関係と同時に，株式保有や融
資等の取引関係にあるのが一般的である。さらに，契約者側企業は，他方の契約当事者である
（10）日本経済新聞1997／3／25，10／22。1998年3月期の保有契約高は大手8社で前年比一30％になった
　が，これは保険金額の減少によるところが大きい（『インシュアランス（生保版）』第3804号（1998／
　6／25）p．16）。このような減少は，より合目的な保障を確保するための就業不能保険等へのシフト
　だけでなく，日産生命保険の経営破綻に伴う生命保険契約全体の契約減，日本経済そのものの低
　迷やそれによるリストラ，バブル期に過大となった契約の適正水準への移行によるところが大き
　いo
（11｝倫理的に問題となりうる行動を行うことは，最終的には企業に損失をおよぼす結果につながる。
　そのため人事的損失に備えた団体定期保険〔A〕の導入が，運用において企業倫理上のリスクを
　誘発したと言える。
（12）団体定期保険〔A〕との関連で，この保険の加入要件を満たせない中小企業向けの事業保険が
　存在するが，保険金の帰属をめぐるトラブルはむしろ後者において多発している。本稿では大企
　業を契約者とする団体定期保険〔A〕を対象にするが，事業保険での事例も念頭において議論を
　進める。両者の違いと，事業保険の概要およびそこでの問題点については古笛〔1998〕を参照の
　こと。
（13）本稿での関係者の分類はFreeman〔1997〕pp．69～71，　Post　et．〔1996〕pp．8～18でのステイク
　ホルダー分析を参考にしている。
（14）Freeman〔1997〕によると，戦略的経営のコンテキストにおいて，ステイクホルダーは，組織
　目的を達成するための企業活動に影響を与える可能性のある，もしくはそれによって影響を受け
　る可能性のある個人ないしグループである（pp．69～70）。またPost　et．〔1996〕では社会と第一
　次的な相互作用がある市場での関係者として，地域社会，社会活動団体，メディア，ビジネスサ
　ポートグループ，国内外の政府，一般大衆などを挙げる（pp．12～13）。団体定期保険〔A〕をめ
　ぐる関係者として，契約当事者の他に，このような企業をめぐるステイクホルダーにも配慮する
　必要がある。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a5｝保険者をとりまく，監督当局の大蔵省と生命保険業界の影響を受ける。そして被保険者である
従業員は保険契約の主要な関係者であり，被保険団体としての交渉には企業内の労働組合が介
　　⑯在する。また，保険金受取人は企業である場合が多いが，死亡退職金等をめぐり死亡従業員の
遺族に限らず従業員の家族も関係する。また，現在のような「社会問題化」が進行する中で関
係者は，弁護士（団体生命保険全国弁護団），企業向け生命保険の訴訟の原告が結成したいわゆ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　anる「被害者の会」，マスコミ，さらに一般大衆まで広がった。以上の関係を図示したものが図2－
1である。
図2－1　契約者側企業を中心とした団体定期保険〔A〕をめぐる関係者
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（15）通常，保険会社は数社で共同引受を行い，そのうちの一社が幹事会社となり事務手続きの一切
　を代行する。このため本稿では便宜上幹事会社のみを保険者として想定する。
（16）団体保険では被保険団体の同意が必要となる（楯〔1998－b〕pp．138～139）が，具体的には労働
　組合としての同意が想定される。日本の企業別労働組合では，労使は協調関係にあると言われる
　が，個々の従業員の権利が十分に保障されているか問題はある。
（17）このような関係者は，特に問題が生じていない企業にとっては無関係の存在とも言えるが，企
　業が団体定期保険〔A〕を利用する以上，何らかの影響を被ることになる。
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2－2　団体定期保険〔A〕の概要
　団体定期保険は「団体選択が可能な団体の所属員等のうち，一定の資格を有する者を被保険
者とし，団体または被保険団体の代表者を保険契約者とする保険期間一年の死亡保険」と定義
　　　　（18）
付けられる。そして，わが国で最も一般的な形態は，有資格の従業員が全員加入する保険料全
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ag）額企業負担のAグループ契約であり，大企業を中心に広く利用されてきた。この仕組みを図示
したものが図2－2である。
　他の生命保険と比べた団体保険全般の特徴としてGregg〔1962〕は以下の四点を挙げている
（pp．5～6）。第一に，個人選択の代わりに団体選択が行われるため，医的診査が行われること
はまれであり，個人保険のような厳格な健康上の要請がない。また，平均保険料率を採用して
いるのが一般的である。第二に，単一の保険証券で多数の生命を付保する。第三に相対的に低
い料率で大量の被保険者を保障する。これは被保険団体内でメンバーが絶えず交代するため死
亡率の増加があまりないことと，個人保険に比べ大量に処理するという経済性により可能にな
る。第四に，経験料率を条件とすることで，過去の死亡実績に基づき実質的な保険料負担が決
　⑫⑪
まる。
　以上の特徴は団体定期保険〔A〕の各関係者に様々な効用をもたらしてきた。日本の実務書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳ではそれらの効用は以下のように指摘された。まず契約者側企業（経営者）にとっての効用と
しては，①従業員の万一の場合に対し，自家保険的な積立金に比べ，低廉な保険料で効率的な
対応が可能である，②内部留保の場合と異なり保険料の損金計上が可能という税務経理上の特
典がある，③労災保険に比べ付保範囲が広い，④労使間の友好関係を増進する，⑤企業間の友
好関係を促進する。次に従業員にとっての効用としては，①経済的不安の解消，②条件体の従
業員も加入可能であることが挙げられる。これに対し生命保険会社にとっての効用としては，
①契約者側企業との企業間の友好関係を促進する，②個人保険市場の開拓，③良質の契約のみ
を維持できるということである。これらの効用の多くは現存すると同時に，日本固有のもので
はない。また，団体定期保険〔A〕を「社会問題化」させたり，実質的には効用がなくなって
いる部分も存在する。そこで，次章では，このような効用の多い保険商品の利用が企業にとっ
てのリスクに変容するに至った理由を解明するため，団体保険の成立理由と存在意義を検討し，
制度発足時から存在する二面性について指摘する。
（18）昭和六十二年七月八日蔵銀第一五一二号「団体定期保険の運用基準の一部改正について」。
（19）全員加入の団体定期保険〔A〕に対し，任意加入のBグループ契約がある。この保険は企業の
　従業員に対する福利厚生の一環として，従業員の自助努力を援助するため導入されたものである。
　具体的な内容については生命保険文化センター〔1996〕pp．8～10を参照のこと。また，企業規模
　別の加入実態にっいては生命保険文化センター〔1996〕pp．104～105，被保険団体の区分について
　は生命保険協会〔1997〕pp．17～24を参照のこと。
（20）経験料率の採用には，契約者側企業による過当な配当金受領や保険料率引き下げのための保険
　金未請求を引き起こしうる，という欠点もある。
（2D小池〔1957〕pp．196～199。これに対し，例えばBlack＝Skipper〔1994〕では，アメリカでの団
　体保険の沿革と特徴が説明されているが，企業間関係に関する記述はない（pp．716～723）。
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図2－2　　団体定期保険〔A〕の仕組み
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ｶ命保険会社 被　保　険　者　の　相　　　人
（出所）生命保険文化センター〔1996〕p」4
3．企業の団体定期保険〔A〕の利用と「社会問題化」
3－1　企業の人的リスク・マネジメントと団体定期保険〔A〕
　団体保険は初期の工場労働者の経済的困窮を救う目的をもって，社会保険制度が完備されて
いなかったアメリカにおいて，国家社会保険制度の代替として私企業の経営者の慈善的努力に
　　　　　　伽）より創設された。しかし同時にGregg〔1962〕では，アメリカでの団体保険発展の基礎要因とし
て，団体保険メカニズムの優位性に加え，七点の経済・社会・政治的複合要因が挙げられてい
るが，その中でも，従業員のモラール・忠誠心を向上させ，労働生産性向上を図ることを特に
　　　　　　　　　　　　　㈱重視していることが指摘される。従って，労働者達の保障に対する要求と，近代的経営を志向
した経営者達の求めた合理的・科学的基礎にもとつく従業員福利厚生手段としての生命保険に
たいする新たな要求，供給者としての生保業界の積極的商品開発にたいする意欲が互いに交差
　　　　　　　　　　　　　　⑳する中で，団体保険が生成されたと言われる。日本では団体保険は社会保険と直接的には関連
⑫2）石名坂〔1997〕p．3。
（23）Gregg〔1962〕pp．16～18。その他の六点は①20世紀初頭の工業化，都市化の進展による，伝統
　的家族制度の変化がもたらした，従業員の老齢・疾病に対する不安解消，②従業員死亡時の遺族
　への貢献手段（経営者の従業員に対する道徳的責務（moral　obligation）），③労働組合との団体交
　渉上の問題，④インフレ対応，⑤従業員共済組合（employee　mutual　benefit　association）への
　資金援助手段，⑥第二次大戦中の賃金外給付（fringe　benefits）拡大への対応，である。
（2の　石名坂〔1997〕p．3。
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　　㈱しないが，同様の動機から導入され，日本独自の要因も加わり発展してきた，と捉えられる。
　以上のことから，契約者側企業にとっての団体定期保険〔A〕の成立要件には，従業員の経
済的保障という慈善的要件に加えた人的リスク・マネジメントという派生的要件がある。そし
て制度の継続，発展過程で派生的要件が特に強まったと言える。このように欧米でも必ずしも
慈善的動機のみで団体定期保険〔A〕が成立したとは言い切れない。また，両者は一方のみが
過度に強調された場合には制度の運営が困難になるものである。そのため，両者を均衡させる
インセンティヴを与える制度設計と運営が必要となる。日本で生じている「社会問題化」は，
前者を軽視した結果と捉えられる。保険金の帰属をめぐる訴訟に至ったような事例でも，この
点の認識不足が問題の発端と言える。従来の日本的な労使協調関係下では，制度は円滑に機能
し発展し続けたため，制度設計と運営上の様々な課題事項が潜在化することになった。次節で
は，裁判上の争点をもとにこのような課題事項について指摘する。
3－2　「社会問題化」の背景
3－2－1　制度設計上の不備と利用上の問題
　企業向け生命保険に関係する裁判では，保険金の帰属に関して，従業員死亡時に支払われた
保険金をどの範囲で遺族に支払うべきかが問題とされてきた。この際事実面で判決が問題とす
　　　　　　　　　　　　　　　　㈱るポイントは以下の三点に絞られる。①被保険者の同意をとりつけたか，②「生命保険契約付
保に関する規程」は取り交わされているか，③企業に死亡退職金規程および弔慰金規程は作成
されているか，である。
　団体定期保険〔A〕は団体保険契約であり，自己のためにする，他人の生命の保険という形
態をとるため，その解釈をめぐっては見解が多様化しうる。被保険者の保険加入の同意の具体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伽的方法については，団体保険制度の利点を活かす方式である「団体的同意」の形態が採られる。
（25＞欧米では団体保険は社会保険と密接な関連があるのが一般的である。詳細はBlack－Skipper
　〔1994〕p．722参照。
㈱　長谷川〔1997〕p．10。企業向け生命保険をめぐる訴訟は，本稿で取り上げた事例の地裁判決が
　出た1997年3月時点で8件が係争中，2件が和解し，2件が確定していた（朝日新聞1997／3／
　28）。各事件の概要と判決については楯〔1998－a〕，長谷川〔1997〕p．10を参照のこと。ただし団
　体定期保険〔A〕のみに限定される訴訟は1件だけで，多くは事業保険に関係する。事業保険では
　制度設計上，被保険者の同意は問題にならないため，この点の判断は裁判上確定していない。
⑳　現行の商法は団体保険といった特殊形態の保険を念頭におかずに立法されたものである。その
　ため，第674条第1項本文（他人の生命の保険契約における被保険者の同意）で想定される被保険
　者の同意については，被保険者たるべきものが十分に知悉するような状況の下において団体保険
　契約が締結され，しかも被保険者たるべき者がこれを知りかつ異議を述べうる機会を与えられて
　しかも異議を述べないかぎり，被保険者の黙示の同意があったものとしてその保険関係が効力を
　生ずるものと解することが不可能でない（大森〔1958〕pp，220～221）とされている。石田〔1996〕
　は，この説を企業実務に適用して「労働協約や就業規則に弔慰金規程・退職金支給規程および保
　険加入規程を設定し，かつ弔慰金等の支給は団体生命保険金をもって充てる旨が明記されていて，
　かつ，それが信義則からみて合理的であり，しかもこの労働協約等に異議申立ての機会を従業員
　に周知させ一定の合理的期間内に異議の申立てがないときは同意したものとみなす旨をも付記し
　ているのであれば，異議申立てがなかったものとみなしてもよい（p．6）」とする。
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しかし多くの企業でその前提となる従業員に対する情報伝達が十分には行われていないのが実
　　　⑳情である。また，訴訟に発展したような極端な事例を除いても，派生的利用は一般的であり，
制度設計上の不備と利用者の認識の双方に問題があると言える。さらに保険金の帰属問題は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫9）従業員死亡による企業の逸失利益の填補は認められるかというより本質的な問題につながる。
3－2－2　「過労死問題」との争点の混同
　団体定期保険〔A〕の存在を認知していない従業員が多い中で，保険金の帰属をめぐる訴訟
が引き起こされた背景には「過労死問題」を中心とした労使関係上の課題事項が存在すると言
　　Clo｝
われる。このような根本的な労働環境や労使関係に関わる問題は企業にとって重要な課題事項
であるが，従業員死亡に伴う団体定期保険〔A〕を使用した企業の逸失利益の填補の是非をめ
ぐる問題とは区別して扱う必要がある。
　従業員死亡で企業には逸失利益が発生しそれを填補する必要が生じる。総合福祉団体定期保
険の導入により逸失利益の填補が制度化されたが，それ以前には企業がこのリスクに備える合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹理的方法は団体定期保険〔A〕以外には存在しなかった。そのため，企業が保険金の一部を充
当することが一般的になったと考えられる。そして，このような転用を目的とした保険加入が
常習化し，裁判に発展するようなトラブルを引き起こす極端な事例が生ずるに至った。後述す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱るように，従業員が手段化される危険性は制度改正後の現在でも問題視され続けているが，ど
のような行為が従業員の手段化に該当するかの判断基準については見解が一致していない。ま
た，制度上の相違点を考慮せず，事業保険で生じた問題と混同される傾向にある。さらにこの
問題は，漠然とした大企業に対する批判や生命保険会社（とその保険商品）への不信感により，
感情論が先行しやすい状況にある。このような企業の逸失利益の填補問題は他の保険商品の利
用法や，最終的には資本主義経済の根本にまで関わる問題であり，慎重な判断が必要となる。
3－2－3　制度改正
以上のような団体定期保険〔A〕の「社会問題化」に対応し，1996年11月に「総合福祉団体
⑳　従業員の保険料負担がなく，団体的同意の形態をとるため，実際には保険の存在そのものを認
　知していない可能性すらある。
（29）制度改正によりこの点は合法化され，今後は裁判上の争点ではなくなる。長谷川〔1997〕では，
　総合福祉団体定期保険は，企業が従業員の死亡に伴う経済的損失に備える唯一の手段と指摘する
　（p．17）。石名坂〔1997〕，桐木〔1998〕も同様の見解と捉えられる。
⑳　従業員の死亡時に，企業も生命保険会社も団体定期保険〔A〕の存在を遣族に知らせず，後に
　遺族が過労死の認定に関する法律相談をするうちに偶然保険の存在に気づく例が多いと言われる
　（朝日新聞（1996／6／22））。
（3D　自家保険的な社内積立の場合は課税対象となる。
（32）人的資産喪失に伴う逸失利益のうち，従業員死亡により生じたものだけを特別扱いすることは，
　企業による従業員の手段化にあたる，として問題視する意見もある。訴訟において原告側弁護側
　はこの点を強調している。
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表3－1　従来の団体定期保険〔A〕と総合福祉団体定期保険との対比表
①総合福祉団体定期保険（主契約）
項　目 従来の団体定期保険〔A〕 総合福祉団体定期保険
加入時の被保険者同意 一括的同意 被保険者全員に周知を徹底
また，不同意者は被保険者の対象外
保険金額の設定 規定なし 企業の規程にリンク
死亡保険金の受取人 契約者 死亡退職金等の受給者，あるいは企業等
高度障害保険金の受取人 原則被保険者 被保険者あるいは，企業等
保険金支払いの手続き要件 規定なし 企業が死亡保険金・高度障害保険金を受け取る
際は各々死亡退職金等の受給者・被保険者の了
解が必要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬定期保険」の販売が開始され，団体定期保険〔A〕からの切り替えが順次進んでいる。主な改
正点は表3－・で示されるカs・e社会問題化との関連（・，以下の四点が特唖要とな乳第＿に
保険目的が明確化され，企業の弔慰金・死亡退職金規程等の支払い財源を保障する部分の「主
契約」と，従業員死亡に伴い企業が負担する代替従業員採用・育成費等の諸費用を保障する「ヒ
ューマン・ヴァリュー特約」に分類された。第二に被保険者への保険付保の周知の徹底のため
の加入不同意書類の提出，第三に企業規程にリンクした保険金支払いによる保険金額の上限の
明確化，第四に過大な保険金設定の排除が図られた。この改正により，制度上は企業の不当利
得の可能性は排除され，従業員死亡による逸失利益を合法的で効率的に填補する手段が確立し
たことになる。また，保険加入の同意については制度の効率性維持のための必要最小限のもの
にとどまったが，改善が図られた。しかし同時に，制度設計上の不備への対応は行われ，グレ
ーゾーンは解消したものの，制度利用者の認識に対する根本的な対策にまでは至っていない状
況である。
　　　　　　　　　　　　　　　　（3s4．問題解決のための規範倫理学説の援用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36｝団体定期保険〔A〕をめぐる問題は制度改正により終結したという考えもある。しかし，最
（鋤　1996年6月22日の朝日新聞の一面での報道の直後の7月頃から，大蔵省と生命保険業界最大手
　企業の日本生命保険が協議を重ね，8月29日に総合福祉団体定期保険の発売を公表し，11月から
　発売が開始され，団体定期保険〔A〕からの切り替えが進んでいる。
（30　『インシュアランス（生保版）』第3719号（1996／9／19），pp．18～19。
　　この四点に加え，従業員が不慮の事故によって身体に障害を受けた場合，または障害の治療を
　目的として入院した場合の費用を保障する「災害総合保障特約」の新設が重要である。
（35）本稿での規範倫理学説の説明は，倫理理論をビジネスのコンテクストで用いるという観点から
　説明するBeauchamp－Bowie〔1997〕に依拠している。そのため個々の学説についての説明は，ビ
　ジネスへの応用を前提とし，必ずしも全てを網羅しているわけではない。
（36）このような保険業界の見解とそれに対する内部からの批判的な見解として，『インシュアランス
　（生保版）』第3731号（1996／12／19），p，15，等が挙げられる。
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②ヒューマン・ヴァリュー特約
項　目 従来の団体定期保険〔A〕 総合福祉団体定期保険
保険金額の設定 該当商品無し 主契約に付加（主契約が上限）
死亡保険金の受取人 （従来は主契約の中に含まれ 契約者である企業
高度障害保険金の受取人 ていた。） 契約者である企業
特約保険金支払いの 死亡保険金・高度障害保険金を受け取る際に，
手続き要件 各々死亡退職金等の受給者・被保険者の了解が
必要
③災害総合保障特約
項　目 従来の団体定期保険〔A〕 総合福祉団体定期保険
支払事由 不慮の事故による死亡・障害・ 不慮の事故による障害・入院時
入院時
特約給付金の設定 規定なし 給付金計算の為の基準給付金は主契約が上限
障害給付金の受取人 主契約の受取人 原則被保険者
入院給付金の受取人 主契約の受取人 原則被保険者
給付金支払いの手続き要件 規定なし 主契約に同じ
（出所）『インシュアランス（生保版）』第3719号（1996／9／19）p．19を修正
も根本的な問題である団体定期保険〔A〕の存在意義に関わる議論にまで至っておらず，契約
者側企業としては消極的対応をするしかない状況である。そこで，本章では団体定期保険〔A〕
に対する各種の見解の具体的内容と正当性の根拠について，規範倫理学説を援用しながら説明
していく。その上で，問題点と解決の方向性について示していく。
4－1　企業の団体定期保険〔A〕利用に対する評価
　契約者側企業の団体定期保険〔A〕利用に対しては，帰結主義に基づく肯定的見解と非帰結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳主義に基づく否定的見解による評価が可能である。
4－1－1　肯定的見解
　企業の経営者には様々な役割があるが，その一つとしての人的リスク・マネジメントの重要
　　　　　　　（認）
性が指摘できる。経営者は生産性向上のために優秀な従業員を定着させる必要があり，その一
手法として法定外福利厚生の団体定期保険〔A〕を利用する。しかし同時に，経営者は従業員
死亡による企業の逸失利益発生のリスクに対処する合理的手法としても，団体定期保険〔A）
を位置づけてきている。さらにこの過程での企業間取引の活性化が経営戦略上の利点にもなる。
　この見解は，主に以下の二点の根拠から正当化される。まず第一に，企業は明確な違法行為
はしていないため正当化される。そして，制度改正によりこの見解は一層強化されたと言える。
　（37）分類規準として楯〔1998－b〕pp．133～135を参考にした。楯〔1998－c〕p．5では社会的議論と法
　　律的議論という分類がされている。
　（38）経営体における従業員に関わる人事的損失についてのリスク・マネジメントの重要性について
　　は，森宮〔1981〕pp．1～14で詳述されている。
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従業員死亡時の企業の逸失利益の填補は，従来から極端な場合を除いて実質的には認められて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B9）いたが，制度改正により大蔵省の認可を受けた商品内容として正式に制度化されたことになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωまた，法律上は保険金受取人以外が保険金を受け取ることはありえない。さらに，同意につい
ても，前述のように労働協約での明示等の手続きに従うことにより正当化される。そのため，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛4Dこの見解に対しては，法律や規制を遵守しさえすればいいのか，というさらなる問題も生じる
が，この点については以下で順次検討していく。
　第二に，団体定期保険〔A〕の導入が，経営者に加え，企業内での直接的な契約関係者であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱る従業員の効用も高める，という点で正当化される。これは功利主義による見解である。団体
定期保険〔A〕の導入により，従業員にとっては不慮の事態への経済的不安が解消されること
になる。そしてこのことが労使関係を良好にさせ，生産性の向上にもつながれば経営者にとっ
ても望ましい。福利厚生の充実により良好な経営環境が確保され，企業の業績が向上すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43｝は企業の関係者全てにとって望ましいと考えられる。また良好な企業間関係は，生命保険会社
の利得にもつながる。
　しかし同時に，このような見解が成立する前提としては，労使の経済上の力関係が均衡し，
さらに制度が正常に機能している必要がある。また，契約の他方の当事者である生命保険会社
との企業間の信頼関係が確立していることもこの制度の成立要件となる。そのため，保険利用
　　　　　　　　　　㈲による派生的なメリットを過度に強調し，これらの前提条件への配慮を欠くことは制度の本質
を不明確にする。団体定期保険〔A〕の利用に関する倫理的課題事項とそこから生ずるイメー
ジの悪化は，一部の企業にとどまる問題ではない。派生利用が一般化し，犯罪行為とも言える
極端な事例まで発生したことで，経営者にとっては団体定期保険〔A〕の利用そのものが新た
なリスクとなる結果を招いた。そして，実際にこのような事態に対し一般的な経営者がとった
リスク処理手法は，保険の使用中止や保険金額の削減である。企業経営そのものの変化や経済
動向の影響，さらには企業における法定内福利厚生費上昇による圧迫等の要因もあるが，団体
定期保障〔A〕の保有契約高は明確に減少しており，企業の福利厚生の後退とも捉えられる。
　（39）従来から加入人数による保険金額の上限の設定等の制限はあった。制度改正により退職金規程
　　と連動した保険金額の上限設定が行われ，不十分ながらも厳格化されたと言える。このような結
　　論に至る民商法系学者の評釈については，楯〔1998－b〕pp．134～135を参照のこと。
　㈲　保険金は保険金受取人として指定されている者に帰属し，死亡退職金は企業内での労務管理制
　　度における規定あるいは司法判断の認定における権利者（死亡従業員の遺族）に帰属するという
　　ことになる（楯〔1998－b〕p．147）。
　（4D現実の経営環境下では，企業にはそれ以上のことが求められていると見られる。
　（42）功利主義については批判も含めてBeauchamp＝Bowie〔1997〕pp．21～28等を参照のこと。これ
　　に対し，同じ帰結主義でも倫理的利己主義の立場では，契約者が自社の利益のみを追求すること
　　になり，このような行為への社会的合意は得られにくいと考えられる。倫理的利己主義にっいて
　　はBeauchamp＝Bowie〔1997〕pp．16～18を参照のこと。
　（43）このような方策により，企業の業績が安定し株価が上昇すれば，株主重視の理論をも満たす可
　　能性もある（Beauchamp・Bowie〔1997〕pp．56～61）。
　㈹　例えば，福利厚生のための保険料の損金算入，経験料率と配当金によるコスト削減，保険加入
　　や保険金額の増加から副次的に発生する利得，等である。
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以上のことから，肯定的見解をとる場合でも，現状では問題点は山積されていると言える。
4－1－2　否定的見解
　従業員を手段化し，企業が不当利得を得ていると捉えた場合は，保険の使用は認められず契
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲約自体が無効という否定的見解が成立する。また「団体定期保険〔A〕は従業員のための保険
　　㈲である」という社会的合意が存在し正当性があるならば否定的見解が導かれやすく，さらに「保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲険金は死亡従業員の遺族に引き渡すべき」との社会的合意があれば現状は否定される。
　このような否定的見解を正当化する根拠として，主に以下の二点が挙げられる。まず第一に，
利用実態が挙げられる。一部の例外的な企業で社員を手段化し，過大な保険金額を設定したこ
とは否定できない。また，このような企業以外でも，ほぼ全ての企業が団体定期保険〔A〕の
派生利用を行っており，これを従業員の手段化と捉えることは可能である。
　第二に，肯定的見解を正当化する帰結主義の立場とは異なり，非帰結主義の立場では動機か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）ら善悪を判断することになる。まず義務論の立場では，善意志に動機づけられている行為のみ
が正しいことになる。しかし，現実の企業の保険加入動機はこの基準に耐えられず，保険その
ものの存在が認められないことになる。これに対し，社会契約説の立場では事前の社会的合意
　　　　　　　　　　　　　　　　　（49）の認定が問題となる。そのうち権利論では，死亡従業員の遺族に保険金を受領する権利につい
　　　　　　　　　　　　　　　㈱ての合意次第となる。また正義論の立場では，無知の状態での選択は二つの正義の原則をとら
ざるを得ない。つまり，自由・平等の権利が確保されているか，不平等があるにしても，最も
恵まれない人の利益を最大化するような形でアレンジされているか，公平な機会平等が保障さ
れている限りにおいて認められるが，特に前者が最優先される。そのため，ある程度の不平等
㈲　前述の訴訟での判旨はこのような見解によるものではなく，手続き上同意がなかったことで契
　約を無効と判断したと捉えられる。
㈲　対象が従業員全体か個々の従業員かが問題となる。平均保険料率の採用，保険料の損金算入等
　を根拠にすると，従業員全体という結論が導かれる。この場合，被保険団体全体で長期的に捉え
　れば，支払い保険料の合計が支払保険金の総額を上回り，不当利得の可能性はない。（楯〔1998－
　b〕pp．138～143，古笛〔1998〕p．68）
㈲　このような個々の従業員の権利を主張する論評には，違憲無効論の宮島〔1995〕，保険金は個々
　の従業員のものであることを主張する本間〔1997〕等がある。どらちの立場も個々の従業員を想
　定した上で，「従業員のための保険」という社会的合意を当然視し，正当性の根拠については十分
　に言及されていない。楯〔1998－c〕はこれらの論評の前提として，財産権の帰属の解明的論理が
　ないことを問題視している。
（48）カントの義務論についてはBeauchampニBowie〔1997〕pp．28～33を参照のこと。またカントは
　動機を判断する三つのチェックポイントを指摘しているが，中でも他人の手段化の点で否定的見
　解を導くことができる。さらに厳格に捉えれば，団体保険に限らず他人の生命の保険そのものを
　否定し，最終的には保険制度そのものの存在を否定することにもなる。
（49）ホッブスの権利論についてはBeauchampニBowie〔1997〕pp．35～39を参照のこと。
（50）ロールズの正義論についてはBeauchamp・Bowie〔1997〕pp．617～625を参照のこと。正義論は
　分配の公平のため，功利主義の最大の問題点である少数派の権利を重視している。
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があるのは仕方ないとしても，従業員を最も恵まれない人と捉え，その権利を最大化すれば認
　　　　　　　　　（5D
められることになる。しかし，社会的合意を求めるメンバーの範囲についての議論が不十分で，
解決の方向性が確定しない状況である。
　このような否定的見解においては，企業の逸失利益の填補は義務論により認められないか，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（52）社会的合意次第であるため不確定となる。しかし，契約者に保険利用のインセンティヴを与え
る要素としての従業員死亡に伴う逸失利益填補の比重が大きいため，この場合は現実には企業
の加入を促進するのは困難となる。さらに加入の同意の確認の厳格化に伴い，現行な廉価な方
式の存続も不可能となる。また企業間取引の促進にもつながらない。従って団体定期保険〔A〕
制度そのものが運営不可能になると想定される。従業員の利益は不慮の事態に必要額を適正に
受給できることにより最大化される。従って，まずは個々の従業員に保険加入の意思決定の自
由を与えて，加入により不慮の事態への適正な経涛的準備が確保されることが重要となる。そ
のため，具体的な代替案が明確でない限り，現行の制度により得られる従業員の利益を確保し
続けることが最低限求められる。
4－2　企業のとりうる対応と今後の方向性
　以上の議論は，双方ともに正当性の根拠があると同時に，具体的な解決策が見いだせないも
のと言える。また，明確な違法行為をしていない企業にとっても，何らかの倫理的な問題点が
あると言える。そこで，企業がとりうる対応を検討するため，Freeman〔1988〕による倫理と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹戦略の関係を考慮した企業戦略の類型を検討する。現実に最も多いパターンである経営者理論
では所有と経営の分離を前提に，経営者の利益を最優先する戦略をとる。しかしこの戦略では
同時に顧客，サプライヤー，従業員，所有者の支持を受ける必要もある。また最も支持されて
（5D　契約者である経営者と被保険者である従業員の力関係を考慮しても，労働協約の策定や，加入
　の同意には労働組合が介在するため，集団としての従業員を最も恵まれない立場にあるとは断定
　しきれない状況になるが，経営者と労働組合の関係次第で個々の従業員の立場はかなり多様に変
　化することも想定される。両者の関係は，特に1990年代以降経営者主導から変化してきている。
　企業の経済的使命を上手に追求していく上で，企業のリーダーは，従業員がもつ重要な利害関係
　を知ることで，従業員に関する多くの課題事項により効率的に対処することができる（Post　et．
　〔1996〕p．432）。しかし同時に従業員を社会的弱者と捉えなくてはならない状況は皆無になった
　わけではない。また，Post　et．〔1996〕ではステイクホルダーが企業に影響を及ぼす力の性質とし
　て，労働組合の交渉力が挙げられている（p．16）。
（52）企業福祉適用型保険は，従業員の福祉より直接的な企業自身の利益つまり企業の自己防衛のた
　めに用いられることがある。例えば俗にキイ・マン保険または経営者保険といわれる生命保険の
　利用は，企業経営の中心人物（キイ・マン）の死亡・高度障害に伴う人的損失（企業からみれば
　経営上の損失）を補填することである（生命保険協会〔1991〕p．11）。このような保険の利用をめ
　ぐっても，同様の問題が発生することが想定される。
（53）Freeman〔1988〕はステイクホルダーへの配慮法から企業戦略を，①短期利益を追求する株主
　理論，②経営者理論，③特定ステイクホルダー理論，④公共の利益を考慮するため利害の対立が
　生じる功利主義理論，⑤社会調和理論，⑥公平な配慮を求めるロールズ理論，⑦企業を個人の手
　段と捉えるパーソナル・プロジェクト理論の七類型に分類する（pp．64～86）。
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いる特定ステイクホルダー理論では経営者は受託者であり，顧客サービスと従業員福祉の充実
させることが求められる。しかし，ステイクホルダー間のバランスをとるための利害の対立が
必然的に存在するので，誰のために奉仕するのか明確にする必要がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50　このように，どのような戦略をとる場合でも，関係者の利害の対立は避けられない。従って，
団体定期保険〔A〕の利用に際しては個々の従業員の権利を確保すると同時に，全関係者の利
害の対立を避けるための，商品利用の適正化を行うことでリスクを軽減する必要があると考え
られる。具体的には生命保険会社との連携を強め，加入の適正化を図り，退職金規程等と団体
定期保険〔A〕の契約内容を乖離させない必要がある。そして，この前提としては，保険会社
による十分な商品内容の説明により，経営者に団体定期保険〔A〕の経営戦略上の位置づけを
再確認させることが必要である。経営者は何のために団体定期保険〔A〕に加入するのか明確
にした上で，倫理的に問題のない行動をする必要がある。
　以上のことは経営者の倫理観の問題であり，抽象的な議論にも思える。しかし制度設計のみ
からでは適切な解決策が見いだせない以上，このような根源的な問題に立ち返る必要がある。
倫理基準の遵守なしには，各契約関係者に何らかの効用のある現行に近い制度を維持すること
は不可能である。しかし，現実には前述のように「社会問題化」から制度改正に至った後は，
保有契約高の減少が続いている。企業がより合目的的な加入をするようになったことは評価で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲きる。しかし，企業金融や福利厚生の変化を加味しても，保険金額が適正水準に戻った上での
さらなる減少は従業員の効用の低下につながる。生命保険会社を含め，企業が消極策を容認す
る傾向は，少なくとも従業員の権利の確保に直結するものではない。団体保険制度の利点は十
　　　　　　　　　　　　　（56）分に実証されているものであり，この利点を活かせる立場にある企業が，団体定期保険〔A〕
の利用を縮小する傾向は望ましいものとは考えられない。
5．むすびにかえて一新たな問題提起一
　団体定期保険〔A〕をめぐる問題は日本企業をとりまくより大きな問題の一端を示すもので
ある。今後検討すべきより広範な課題は，まず第一に企業における人的資源である従業員をど
のように捉えるかである。ジェネラリスト志向が強い日本企業においても，業務の専門化が進
（54　カントの功利主義への批判についてはBeauchamp・Bowie〔1997〕p．7，33～35，610を参照のこ
　と。またFreeman〔1988〕では前述の七類型について必ずしも全てが正しいとは言えないことも
　指摘している（p．72）。
（55）中央労働委員会事務局が発表した平成8年の大企業の大卒の定年時の退職金（退職年金額を含
　む）の平均は2856万円で高卒のそれは2465万円であった（日本経済新聞1998／1／7）。この金額は適
　正水準を決める上での参考になる。また，従業員死亡時の弔慰金は，おおむね10万円前後の設定
　が主流である（労務行政研究所『1998年版　福利厚生事情』p．241）。
（56）団体扱い保険は保険料が通常より割安になる。またアフィニティー市場（Affinity　Market）は
　保険会社にとって望ましい市場で拡大傾向にあることも指摘されている（Best’s　Review　L／H，
　June　1997，pp．58～61）。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5ηみ，個人のスキルが重視される時代が到来しつつある。そして，終身雇用慣行が変化している
現在では，能力のある従業員を確保するための手段としての福利厚生の重要性が高まっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ss）しかし同時に，福利厚生のための方法は多様化しており，その中での団体定期保険〔A〕の位
置づけについて早急に再検討する必要がある。企業が実施している多様な福利厚生制度の中で，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲慶弔見舞金・死亡退職金と団体定期保険は特に使用頻度が高いものである。保険期間が一年で
被保険団体内でのメンバーが絶えず交代する団体定期保険〔A〕は，流動化する雇用状況に随
時対応可能なリスク処理手段ともいえる。また，弔慰金そのものの位置づけについても見直す
必要がある。
　さらに，公的保障と企業の役割についての問題がある。社会保障が縮小化する中で自助努力
が求められるとともに，企業の役割の重要性が確実に高まっている。企業の責任の範囲の如何
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲を問わず，その中での団体定期保険〔A〕の果たす役割は大きいと言える。以上のことから，
団体定期保険〔A〕の「社会問題化」の背景には，日本的雇用慣行さらには日本的経営そのも
のの変化があると考えられる。
　第二に，経営者の経営判断の問題がある。リスク処理に関する判断も経営判断の一部である。
団体定期保険〔A〕をめぐっては，リスク処理手段の使用上の意思決定の誤りが新たなリスク
を引き起こす結果となった。他のリスク処理手段と比較検討せずに保険を利用し，その利用方
法についても他社と横並びであったり，特に何の考慮もなく契約を更新するような態度はモラ
ール・ハザードと言える。これに対し必要以上に納税対策をしたり配当金目当ての加入をする
ことはモラル・ハザードである。このような事態を経営判断上のリスクとして認識しない場合
には，企業の存続に関わるようなリスクを引き起こすことになる。
　第三に，第二の問題点に関連して，「企業倫理リスク」が企業に及ぼす影響の認識に関する問
（57）例えば，日本経済新聞社が実施した金融機関で働く人の意識調査では，約半数の人が将来の職
　種としてスペシャリストを希望している（日経金融新聞1997／8／5）。この結果は，経営環境の変化
　に伴う，従業員そのものの意識の変化を表している，と考えられる。
（58＞福利厚生に関する日本企業の新たな動向の具体例については，『日経ビジネス』1997／12／1号，
　p．198，『週刊東洋経済』1998／5／2－9号，pp．68～79等を参照のこと。
側　1996年11月に中小企業中心に1300社が回答した21世紀福利厚生ビジョン研究委員会「企業内福
　利厚生の新たな展開に関するアンケート」では，弔慰見舞金・死亡退職金の支給を実施している
　企業は88．4％と，福利厚生の中で最も使用頻度が高く，次いで団体生命保険を使用する企業（72．3
　％）となっている（桐木〔1998〕p．63）。大企業のみを対象とした場合，これらの数値がさらに上
　昇することが予測される。
（6①　従業員の自助のための団体定期保険〔B〕は，従来は普及活動の煩雑さから積極的な販売促進
　は行われにくかったが，今後は従業員のニーズにあった商品として利用され，団体定期保険〔A〕
　の理解を深めるものになりうると考えられる。また保障内容についても，契約者側のニーズにあ
　ったものに修正していく必要がある。例えばシグナ保険は企業等の福利厚生費用の支払いを保険
　事故と捉え，これらの費用を損害保険で包括的に補償する新保険「団体総合補償制度費用保険」
　の販売を開始した（『インシュアランス（損保版）』第3809号（1998／8／6），p．2）。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹題がある。企業倫理リスクは頻度，強度ともに上昇傾向にある。しかし，客観的な判断が難し
く，短期的な利益に直結しない企業倫理上の課題事項への積極的対応についての，企業内での
合意が得にくい。団体定期保険〔A〕をめぐっては，実際に訴訟に関係した企業だけでなく，
契約者側企業とともに生命保険会社の行為に対する批判も高まった。このような状況に十分に
対応できないことは，経営者の企業倫理に対する認識不足と経営判断の甘さ，という二重のモ
ラール・ハザード（場合によってはモラル・ハザード）と捉えられる。そして，その結果企業
は多大な損失を被ることになる。従って，企業のリスク・マネジメントの対象として企業倫理
リスクを重視する必要があると言える。
　以上のことから，団体定期保険〔A〕をめぐる問題は契約者側企業の内部問題では済まない
状況になっている。本稿ではこのうち契約者側企業の問題を中心に考察してきたが，契約当事
者双方の協力によりはじめて改善策が有効になると言える。他方の当事者である生命保険会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（fi2｝も，被保険者の権利を確保した上で契約者に加入のインセンティヴを与える責任がある。従っ
て，団体定期保険〔A〕の制度存続は，契約当事者双方の倫理的認識次第と考えられる。
（6D　Postet．〔1996〕では1990年代に企業と社会の関係を敏感にする重大な力として以下の五点を指
　摘した（pp．19～33）。①倫理的期待と公的な価値，②世界経済の変化，③政府とパブリック・ポ
　リシー，④生態系と天然資源についての関心事，⑤戦略的社会的努力目標。
（62）楯〔1998－c〕は「生命保険会社の顧客である企業は，なんらかの形でこのような訴訟事件に巻
　き込まれる可能性と危険性を内包している。生命保険会社としては，顧客サービスを業務推進の
　テーゼとする以上，そのような危険に巻き込まれないよう，知的なサービス提供を心掛けるべき
　であろう（p．10）」と指摘する。
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